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(1)事 例 にみ る企業変革促進要因
①ケース 「ノー ドス トローム」
②ケース 「サウスウエス ト航空」
(2)企 業変革要因 としての機 能
6.企 業変革 阻害要 因 としての機能
(1)企 業不祥事 にみ る企業変革阻害要因




シ ュ ンペ ー ター(Schumpeter,J.A.)が 資 本 主 義経 済 に お け る経済 変動 の健全 性 につ いて 、 革新
(innovation)概 念 を もって説 明 した の は、第1次 世 界大 戦 を2年 後 に控 えた1912年 で あ った。 そ
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の後 、暫 くの沈黙期間 を経 て、かれの所論 は、現代経済のダイナ ミズ ムを解明す るとともに、企業
行動 と経済 との関連性や企業成長におけ る革新 の重要性 を説 く先駆的研究 として見直 され るように
なった。
1980年 代 における ドラッカー(Drucker,P.F.)に よる革新概念の経営学への移入 を契機 に、企業
における戦略的経営 に とっての不可欠要 因 としての革新 は、今 日においては多様 な視点か らの研究
成果 を見 るに至 っている。 そ して2000年 代 に入 る とともに、 ク リステ ンセ ン(Christensen,C,M.)
による、優 良な経営 を実践 して きた企業 ゆえにイノベーションに失敗する とい う、セ ンセーシ ョナ
ルな仮説構築 を契機 に、企業が イノベー ションを実現す ることの困難性 をあ らためて知 るとともに、
イノベー シ ョン実現のための戦 略的経営 に対 する処方 を問いただす こととなった。
企業経営における変革 に対 す るニーズ とその重要性 は依然 として高 ま りをみせ る一途にあ り、企
業 が変革 を推進 させてい くための戦略的処方 を具体 的に示す ことはきわめて重要な戦略的課題 とさ
れている。 しか しなが ら一方 に存在 する変革 に対 する阻害要因のメカニズ ムを解明す る とともに、
それ に対す る処方について具体 的に検討す ることも同 じくきわめて大 きな意義 を有する課題で もあ
る。
こうした背景を もとに、本稿 ではイ ノベーシ ョン実現 に対 する阻害要 因 としてのイノベー ション・
ブロ ック(innovationblock)の 存在 に着 目しつつ、 さらにはイノベーシ ョン要 因 としての促進要
因 および阻害要因に対す る強力 な影響要因 としての文化的側面 および企業特性に関す る側面にその
発生理 由を求め るとともに、 そのメカニズムの解明 に関す る検討を行 うことを目的 としている。な
かで も企業がイ ノベーシ ョンを実現 させ るための促進要因 としての先天性要因お よび後天性要因の
2因 子 につ いての考察を中心 にすすめ ることとする。
2.企 業変革の重要性
資本主義経済 における変革(革 新)の 重要性 を説いたのが シュンペーターであるのに対 し、企 業
経営 におけるその重要性 を説 いたのが ドラッカーであ ることは先 にふれた点であるが、 あらためて
企業経営 における変革の重要性 について整理 して お くこととす る。
まず企業経営 における変革が果た してなにを意味す るのか とい う検討点があるCシ ュンペーター
は新 しい財貨 の生産 や、新 しい生産方法 の開発 な どを具体的な変革の内容 として示唆 したが、 まず
本稿で は企 業経営 における変革の重要性が経営 における思考枠組みの転換、すなわち経営パ ラダイ
ムのシフ ト(theshiftofmanagementparadigm)にあると提起 してお くこととしたい。
企業経営の多様 な側面 における変革 の必要性 は、 それぞれの状況に応 じたかたちで具体的に示
され るが、企業変革に関す る先駆的研究 にもみ られ るように、多 くの場合、変革の遂行に対峙す る
阻害要因の存在が指摘 され、主 としてその最大原因が経営上の思考 に係 る相違 とされてい る。すな
わち、 ゴーイ ング コンサー ン(goingconcern)と しての企業がその存在意義 を企業および事業 の
継続性 に求め るゆ えに固着的 に存在 す る と考 え られ る旧来 か らの経営思考が、新 しい局面 におけ
る新 しい思考の取 り込み を拒絶 するとともに、旧来か らの継続性 こそを経営上の優秀性 ととらえ る
ことに起 因する近視 眼的経営の結果 としての企業変革 に対す る遅滞 もしくは失敗を もた らすのであ
る。
こうした状況において、企業変革 の重要性 をい ま一度問いただすな らぼ、具体 的にいかなる内容
の変革を実現 させ るか とい うことを検討する以前に、 こうした変革 に対す る阻害要因の排除および
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克 服 を検 討 す る こ とが先 決 的事 項 で あ り、 なか で も経 営 に係 わ る思考 上 の枠 組 み の転 換 を図 る こ と
が まず もって重 要 と考 え られ る。
かっ てマ イ ル ズ(Miles,R.E.)と ス ノー(Snow,C.C.)(1978)は、 経 営 組織 の ライ フサ イ クル上
の性 向 的相 違 につ いて言 及 し、 組 織 が そ の特性 と して有 す る性 格 か ら4つ の 類型 を導 きだ して い
るD。 それ,によれ ば、組 織 は 「防衛 型(defenders)」 「探 索 型(prospectors)」 「分析 型(analyzers)」
「受 身型(reactors)」 の4類 型 に分 類 され る と ともに、個 々 の特性 に よって、 採 用 され るマ ネ ジメ
ン ト様 式 が 大 き く異 な る とい う事実 を検証 して い る。 な お、吉 村(1995)は マイル ズ とス ノー の所
説 に連 動 させ た トップマ ネ ジ メ ン トに関 す る シ フ トモ デ ル を提 起 して い るが(図 表1)2)、 経 営 組
織 の ライ フサ イ クル と同様 に、 経済 社 会 に お け るライ フサ イ クル の存 在 を前提 とす るな らば、 当然
の こ となが ら ライ フサイ クル の推移 に対応 した経 営 指 向性 が求 め られ るこ とは必至 で あ り、 ゆ え に
経 営 上 の思 考枠 組 み に お け る転 換 も必 要 とされ て くる。 しか しなが ら こ うした経営 パ ラダ イ ムの シ
フ トが適切 に実 行 され 難 い こ とは 多 くの研 究成 果 上 に お いて も示 され て い る点 で あ り、 なか で もク
リステ ンセ ン(2000)に よ る 「イ ノ ベー シ ョンの ジ レンマ(theinnovator'sdilemma)」が示 す 「優
良 経 営 を展 開 させ て きた企 業 ゆ え に新 た なイ ノベ ー シ ョン として の破 壊 的 イ ノベ ー シ ョン3)へ の対
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出所:吉 村 孝 司 『企 業 イ ノベ ー シ ョン ・マ ネ ジメ ン ト』 中央 経済 社,1995年,p.138
1)Miles,RE.=Snow,C.C.,OrganizationalStrategy,Structure,αη4Prooε∬,McGraw-Hil1,lnc.,1978,pp.31-93
2)吉 村孝 司 『企業 イ ノベ ー シ ョン ・マ ネジメ ン ト』 中央経済社,1995年,pp.131-149
3)「 破壊 的イ ノベ ー シ ョンとは、破壊 的技術 と呼ばれ る新種 の技術 に基づ く・イ ノベー シ ョンを意味 してい る。
破壊 的技 術 とは 「短期 的 に は製 品 の性 能 を引 き下 げ る効果」 を持 つ もので あ り、既 存 の顧 客 と異 な る新 し
く小数規 模 の顧 客 に支持 され るよ うな技術 を意 味 して い る。 優 れた経 営 を誇 る既 存 の大 企業 は、高 い生産
技術 力 を保 有 して、 あ くまで も既存 の顧客 と投資 家 を意識 した経 営 に固執 す る結果 、後 に市場 を席巻 す る
こ と とな る、 この よ うな新 しい技術 と しての破壊 的技術 を評価 しな い と ともに、結 果的 にイ ノベ ーシ ョン
に失敗 す る とい うのが ク リス テ ンセ ンの所 論で あ る。
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応 に失敗す る」 とい う所説が もつインパ ク トはあま りにも大 きい といわ ざるを得 ない。
ジャー ナ リステ ィ艶クな表現 にも見 られ るよ うに、現代の企業経営 を取 り巻 く時間的加速性 は
「ドッグイヤー(dogyear)」 ともいわれ、1年 が7年 に相 当す るほ どの加速性をもって推移するな
かにおいて、同時性 を維持 させた経営を展開 させてい くためにはたゆまぬ変革が不可欠であ り、 こ
の点において企業変革の重要性 がまず存在 している といえるのである。
3.企 業変 革における先天的要 因
(1)変 革要因における先天性
本稿 におけ る企業変革要因 とは、企業変革を推進 させてい くうえにおいて重要 とされる諸々 の因
子 を意味 して いるが、 こうした因子においては、すでに企業 に存在 している、 もしくは企業創設 と
同時に内在 しうる要因 と、企業創設以後の時間的経緯 のなかで醸成 されて くると考え られ る因子の
2種 類 が存在す る と考 え、本稿で は前者 を先天的要 因、後者 を後 天的要 因 として位置づ けてい る。
先天的要 因 とは、企業が創設 した段階 においてすでに内在 している因子 を意味 し、当該企業の経
営 に対 し、 あ らゆ る局面 において強 く影響を及 ぼす もの とされ る。 この因子の存在 によ り、企業は
有効的 な経営 を指向す る一方で、反社会的、非利益 的企業行動 を とることとな る。企業不祥事 に直
面 した とき、 その多 くの場合において根本 的事 由を解明できえない最大 の理由はこの先天的要因の
解明 の困難性 にある といえる。 とくに個々の企業に存在 してい る先天 的因子を 「企 業が保有す る遺
伝子(企 業遺伝子)」 と位置づ け、つ ぎにその詳細の検討をみることとす る。
(2)遺 伝子
遺伝子(gene)と は本来、生物学的概念であ り、「染色体 中に一定の順序 によって配列 されて各 々
一つずつの遺伝形質 を決定 し、細胞 か ら細胞 へ と伝 え られる因子」4)を意味す る。遺伝子の本体 は
DNA(deoxyribonucleicacidデ オキシ リボ核酸)と 呼ばれ る化学物質で あ り、 これが遺伝子 を形
成 してい る。 また遺伝子 は生物 にとっての情報的因子 としての機能を果 た してお り、 これによって
情報 自体 あ量 的 ロスや意味 の変質 を一切 きたす ことな く、情報 の複製(copy)を 行 いなが ら伝承
的機能 を果 た してい くので ある。遺伝子における複製 とは、遺伝子を考 える場合の重要な特徴点の
一つで あ り、DNA分 子はつね に自らの複製 を行 う機 能を果 た している。
つ ぎに遺伝子 はその潜在的不滅性 ゆえに自然淘汰 の基本単位 とされ、生存期間 においては対立
す る遺伝子 との競合 なかで対立す る遺伝子 を犠牲化 させなが ら、 自らの生存可能性 の増幅を行 う機
能 も果た してお り、 ドーキ ンス(Dawkins,R)は 遺伝子の こうした機 能性 をもって 「利 己的な遺伝
子」 と称 している。5)
こうした遺伝子 の 自己複製機能 ゆえに、遺伝子 はそれ 自体 の優劣 に よって生存 もし くは死滅 の
いずれかに関す る選択 を行い、優秀 な遺伝子のみが その生存 に適 した特殊環境 としての 「遺伝子 プー.
4)infoseek大 辞 林
5)Dawkins,R.,TheRiverOutofEden,HarperCollinsPublishers,Inc.,NewYork,1994(垂水 雄 二 訳 『遺 伝
子 の 川 』 草 思 社,1995年,p.35)
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ル(培 地)」6)において生存 しつづ ける。 ここでい う遺伝子の優秀性 とは、特定 の遺伝子が有す る資
質 もし くは能力上 の優秀性 ではな く、特殊環境 としての 「遺伝子 プール(培 地)」 に適合で きる能
力を意味 してお り、 いわゆる環境適合能力に類す るもの ととらえることが適当 と思われ る。7)
また前述 の ドーキンスは情報継承機能 としての遺伝子のみならず、それが もうひとつの側面 とし
て有 してい る文化現象の伝達系 としての ミーム(meme)に も注意 を払 う必要があるこ とを示唆 し
てい る。 ミーム とは文化 の進化 と伝承 を 「模倣 」 とい うかたちをもって行 う機能 を有 してお り8)、
この点に関す る視点 を有す ることによって、生命体 としての継承 と、文化体 としての継承 の二側面
における遺伝子の機 能に関す る理解 が可能 となるもの と思われ る。
(3)企 業遺伝子
企業経営 に関する先端的研究の ひ とつ に企業遺伝子 とい う視 点が ある。企業 に先天的 に内在す る
ととらえる遺伝子 を称 する概念で あるが、生物学的および医学的観点か らの遺伝子 に関す る概念を
適用 させた考 え方 をさす。
企業遺伝子 とは、 「目に見えない情報 として組織 に埋 め込 まれた企業文化 である経営理念や経営
者 が作 り上 げた独 自の価値観 をその"会 社 らしさ"と して醸成 し、従業員 の行動指針や価値基準 と
な るもの」9)であ り、 「企業の存続 ・発展 ・衰退 を規定 する企業 内人材 の中にある価値基準 とい う情
報単位」lo)と定義 されている。 またその本質 は 「企業哲学 ・企業価値 ・行動指針 ・企業文化 ・社風
といった価値基準=情 報単位」 に存在す るとされ る。1D
野 口く2002)に よれば、企業遺伝子 は 「ビジ ョン遺伝子(ミ ッション・ビジ ョンに絡む情報単位)」、
「ス キル遺伝子(戦 略 ・計画の領域)」、 「スタイル遺伝子(現 場 に下 りた管理 ・業務領域)」 か ら構
成 され る ともされ12)、こうした企業遺伝子 は 「人材 とい う細胞 のなかに深 く刷 り込 まれた企業存続
に関わ る情報単位」13)として とらえられている。
本稿 における検討点の一つ として、企業遺伝子の先天性 がある。遺伝子 とい う視点か ら考 えるな
らばあえてその先天性 についての言及 をここではかる必要 もない と思われ るが、前述 の企業遺伝子
に関す る既存 の定義 にもあ るよ うに、 「企業文化 としての経営理念や価値観」 を基盤 とす る とい う
点において、 あらためて先天性 という視点か らの解釈上の検討をはか るべ き と考え る。
前述の当該関連概念 を再度検討す ると、企業文化 を先行 的に保有 していることが企業遺伝子の前
提 になると解釈 できるが、本稿で はこの点に対 して異 なる見解 にたつ もの とする。 すなわち、企業
6)遺 伝子 の生存領域 としての 「プール」に関 して は、その解釈 を佐倉統 が 「培地 」とい う表現 を用 いてい る。
(佐 倉統 『遺 伝子VSミ ー ム』廣 済堂 出版,2001年,pp.30-31)
7)吉 村 孝 司 「遺伝 子 的戦 略経 営分析 一企業 遺伝子 に関す る研 究 一」 『埼玉 学園大 学紀要 経 営学篇 』 第
3号,2004年,p.25
8)Dawkins,R.,op.cit.,p.139
9)『 日経情報 ス トラテジー』,日 経BP社,2003年1月 号,pp.28-44





遺伝子 を 「既存の企 業文化の もとに"会 社 らしさ"の 醸成 し、それが当該企業 における行動指針 ・
価値基準 への形成 につながる とい う一連 の流れ」 として とらえた場合、企業遺伝子 は、すでに存在
す る企業文化 を前提的条件 とす る後天 的なもの として とらえざるをえない。 しか し、企業遺伝子 と
は、あ くまで も個々の企業 に先天的に存在す るもの として とらえることが妥当であ り、企業遺伝子
をもとに企業文化が後天 的に編集 されて くる ととらえることのほうが きわめて妥 当 と考 えられる。
クイ ン(Quinn,JB.)(1979)は 、企業 の創 業段階 におけ る創 業者 の存在 に着 目す る とともに、
それが有す るfanatic(熱 狂 的)な 属性が企業お よび、 そこでのイノベー シ ョンに大 き く影…響 して
い るとい うことを示唆 してお り14》、企業遺伝子 に対す る創業者(経 営者)の 影響は当然の ことなが
ら前提的要因 として とらえてお くことが必要 である。 すなわち、企業遺伝子 とは、創業者が保有す
る哲学や理念、使命が経営に具現化 されてい く過程において組織 およびその構成員に対 して刷 り込
み的学習がな され ることによって定着 してい くもの ととらえることが妥当である。
4.企 業変革における後天的要 因
(1)変 革要因における後天性
企業変革における先天的要 因 としての企業遺伝子 に関する考察のつぎに、後天的要因につ いての
言及 をはか ることとする。
本稿 では後天的要 因 としての企業文化につ いて検討 を行 うもの とするが、近年、企業経営 におけ
る文化 的要 因に対 す るとらえ方が注 目され るなかで、企業文化 は特に戦略的要因 として もとらえ ら
れ るよ うになって きている。本稿では、企業文化 を企業創設後 の過程 において形成 され るもの とし
て とらえる点 において、後天 的要因 として位置づけることとしている。
(2)企 業文化
企業文化 に関す る代表的研究 としては シャイ ン(Schein,E.H.)に よる一連の研究があげられるが、
シャイ ンによる企業文化 に関す る所論の一部 についてみてみ る。
シャイ ンによれば、文化 とはその本質を 「集 団 として獲得 された価値観、信念、仮定 であ り、組
織が繁栄 をつづけるにつれてそれ らが共有 され当然視 されるようにな ったもの」15;に置 くもの とさ
れてお り、なかで も重要な点 として 「集団 として獲得す る過程か ら生 じた」16)ことを指摘 している。
この点は本稿 における企業文化 を後天的要因 として位置づ ける際の重要な論拠 とな りうる点で もあ
る。
また シャイ ンは文化 に関 して、 「文化 は非常 に頑丈 で、変革が困難 である」】7)と言及 してお り、
14)Quinn,J.B.,"TechnologicalInnovation,Entrepreneurship,andStrategy",310αηM na ementReview,
Springyl979,P.19
15)Schein,EH,TheCorporateCultureSurvivalGuide,Jassey-BassInc.,1999(金井 壽 宏 監 訳,尾 川 丈 一 ・片




その理 由 として、 「過去の成功 に至 るまでの考 え方、感 じ方、世の中に対す る認識 な ど、グループ
が学び、蓄積 した ものを表彰す るものが文化 だか らであ る」18)としてお り、 この点 ものちに本稿 が
提起す る企業文化の変革阻害要因化 とい う仮説 を論証するのに大 きな手がか りとなる点である。
さらにシャイ ンによれ ば文化 とは、「学習 され共有された暗黙の仮定」19)とされ る。 そ して 「人 々
はその仮定 をも とに して毎 日の行動 を とり、 その結果、"こ こで のや り方(thewaywedothings
aroundhere)"と 一般に思われてい ることがで きあがって くる」20)としてい る。また同時に文化 の
特徴 として、 「文化 の深淵性」 「文化 の広範性」 「文化 の不変性」の3点 を示唆 している。 「文化の深
淵性」 とは、文字 どお り文化 め深 さを意味 してお り、 「人が文化 を支配す る」ので はな く、 「文化 が
人を支配す る」 とい うことを示 している21)。「文化の広範性」 とは、 まさに文化を理解す るこ との
裾野 の広範 さを意味 して お り、 「文化の不変性」 とは、組織構成 メ ンバーの文化 に対 す る固執性 を
意味す るものであ り、文化 を変革す るこ とは"組 織 のもっ とも変更 しが たい部分 への挑戦"22)で
あることを同時に意味 している。 こうした状況 において、人 は混乱 と予測不可能な状況 を好 まない
ために、文化 を通 して安定化 による正常化 を図る23)と している。
こうした諸点 にみ られ るよ うに、企業文化 とはい うまで もな く企業 に固着 した文化 を意味 してお
り、その初期 の過程 において、創業者(も しくは創 業経営者)が 保有す る経営上の哲学、理念、使
命感、価値観が、その後 において組織構成 メンバーに対 して刷 り込まれてい くことによって より強
固 なかたちに形成 されてい く暗黙的仮定 として意義付けることがで きる。
5.企 業変革要 因 としての機能
(1)事 例 にみ る企 業 変革 促進 要 因
企 業遺 伝 子 や企 業 文化 が企 業 変 革 に対 す る促進 要 因 と して機 能 すべ き こ とは本稿 が提起 す る要 点
の一 つ で あ るが 、 同時 に企 業 の戦 略 的経営 に おい て は、 い か に促 進 要 因 と して機能 す るか とい う点
につ いて の解 明 を はか る こ とも重 要課 題 とされ る。
こ う した点 につ いて 、本稿 で は事例 を も とに ア プロ ーチ す る こ と とす る。
① ケー ス 「ノー ドス トロー ム(NORDSTROM,INC)」24)
1901年 に ア メ リカ ・シ ア トル に靴 専 門店 と して誕 生 した ノー ドス トロー ム(NORDSTROM)は、
63年 にベ ス ト ・アパ レル(BestApparel)社 を買 収 す る と ともに、 これ を機 とした郊 外 の シ ョッ ピ











ノ ー ドス トロー ム とい うス トアー ネー ム 自体 は、 日本 で は あ ま り知 られ る こ とはな いが、 世 界 の
百 貨 店 ビジ ネ スお よび 当該分 野 関係 者 に とっ て は既 知 の存 在 で あ る ととも に、広 くサ ー ビス業 が 目
指 すべ きス タイ ル の ひ とつ と して多 方面 か らの関心 を寄 せ る存在 とな っ て い る。
同社 の 歴 史 は古 く、1887年 当時16歳 で あ った ノー ドス トロー ム(Nordstrom,J.W.)が ス ウ ェー
デ ンか ら移 民 と して ニ ュー ヨー クに到 着後 、 カ リフォル ニ アか らワ シ ン トン(州)へ と流 浪 す るな
か で、1897年 にア ラスカ で金 鉱 脈 が発見 され たの を契機 に、1901年 に シ ア トルで 小 さな靴 屋 を開店
させ た こ とが ノー ドス トロー ム創業 の礎 とされ 、 以後 、現在 に いた るまで 、創 業者 の経 営哲 学 を か
た くな に守 り続 けなが ら、 同社 はノー ドス トロー ムー 族 に よっ て経営 され続 けて い る。
現 在 、 同社 は創 業 の地 シ ア トル を拠 点 に、 オ レゴ ン、 ポー トラン ド、 カ リフォル ニ ア、 さ らに は
東 部 の ニ ュ ー ジ ャー ジー、ニ ュー ヨー ク を は じめ とす る全米 に拠点 を構 え るまで に成長 す る一 方 で 、
日本 の大 丸 との婦 人 服 の共 同開 発 な ど、 そ の経営 の グ ローバ ル化 も加 速化 させ て き て い る。
同社 の年 間 売上 高 は総 額 約50億 ドル(内 訳 婦 人 服36%、 靴20%、 婦 人 ア クセ サ リー20%、 紳 士
服18%、 子 供服4%、 雑 貨2%)と な っ て お り、1平 方 メー トル 当 た り4300ド ル の年 間売 上 高 は業
界 平均 値 の約2倍 に達 して い る。
同社 が 同業者 のみ な らず 、 世界 の経 営 者 か ら注 目 を寄 せ て い る最 大 の理 由 は、 同社 が展 開 させ て
い る類 い稀 な顧 客 サ ー ビス にあ り、 そ の卓越 した顧 客 サ ー ビスゆ え に、全 米 か ら同社 の ス タ ッ フに
な る こ とを希望 す る多 くの者 か らの エ ン トリー を集 め て い る。 しか し同社 の対応 は意外 に も冷静 で
あ り、 同社 へ の就 職 が適 して い る者 もいれ ば、 ま った く適 して いな い者 もい るな かで、 と りわ け後
者 に該 当す る者 に対 して は、早 々 に他 社 へ の ア プ ロー チ を積 極 的 に勧 め て い る。 また入 社 後 にお い
て も同社 のカ ル チ ャー や雰 囲気 に適 応 で きな い者 に も早 期退 職 を奨 励 して お り、 新 規採 用 者 の約 半
分 が 中途 退社 す る ともいわ れ て い る。
同社 に入社 す る と、一 日コー スの オ リエ ンテ ー シ ョンが行 われ、 『employeehandbook』 に基 づ
く徹 底 した教 育 が 施 され る。(図 表2)
当該 オ リエ ンテー シ ョ'ンで は、新 入 社 員 は互 いに ペ ア を組 ま され、 そ れ ぞれ相 手 にイ ンタ ビュー
図表2『employeehandbook』
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しなが ら、相 手の月並 みではない属性 を訊 きだす とともに、その後の全員 を前 にした発表(プ レゼ
ンテー ション)を 行 う。一人 の人間(他 人)の 特徴 に関 し、非常 にイ ンパ ク トの強 い特徴や属性 を
瞬時 にして訊 き出す とともに、同時に4～5人 の人間(顧 客)に 対応 できる能力を、一 日限 りのオ
リエンテーシ ョンのなかで修得 させ る点が当該オ リエ ンテーシ ョンの大 きな特徴 とされ る。
同社の卓越 したサー ビスについては、あ らゆるサー ビス業の模範 とすべ く高 い評価 を得 るととも
に、 ときにそれは 「ノー ドス トローム神話」 とも称 されてお り、その一端がつぎのよ うな逸話(す
べて実例)に 示されている。
i接 客事例1
同社のあ る販売員は、 ウォーキ ング シューズがほ しい と伝 えただけで、 「ちょうどセールにい
い ものが出ていますので一足 お持ち しましよう」といって、自分 のサイズにぴった りの靴 をオ フィ
スに届 けて きた。 しか しあいに・くその靴 が 自分にフィッ トしなかったため、返品 したが、後 にそ
の靴 と似 たデザインではあるが、セール対象品ではない高価 な靴 をセール品 と同 じ価格 であらた
めて届 けにきた。
ii接 客事例2
ある顧客が2000ド ル分 のワイシャツ とネ クタイを購入 し、それ らの ワイシャツを.自宅の高温洗
濯機で洗濯 したため、すべてのワイシャツを縮 ませ て しまった。元の状態 に戻す方法の照会 のた
めにノー ドス トロー ムに電話 を した ところ、担当者 は、それ らすべてのシャツを無料で新品 に取
り替 えることを顧客に伝 えるとともに、縮んだシャツを同社の送料負担 で返送 させた。
iii接 客事例3
ある顧客 の家族が シア トル本店 において、季節外れの商品の購入 を希望 した とき、 同店 のある
ス タッフは 「お探 しの ものは必ず店内に ございます。私が探 してきます。」 といって、2時 間後
にはすべての希望商品を整 えた。
ivそ の他
・同社 では取 り扱 っていな自動車用 タイヤの返品を申 し入れた客 に対 して、新品相 当代金 を返
した。
・冬のある 日に 自動車で買い物 に来 た客の車 のヒーターをつ けて、暖めておいた。
・車椅子 の老婦人の客に、車椅子 に巻 き込 まれないよ うなサイズのシ ョールを密かに編 んでプ
レゼ ン トした。
・あるデザイナー商品の購入を希望 した客がいたが、あいに くその客のサイズがなか ったた め、
向かいの店(競 合店)で 急いで購入 して きて、その値札がついたままであ りなが ら、 ノー ド
ス トロームの値段(競 合店 より安い値段)で 販売 した。
・買い物 品を店 内に忘 れたまま空港 に行 って しまった客 に品物 を届 け るため に、 自腹で タク
シー代 を払 って空港 まで届けた。
つ ぎに、 こ うした顧客サー ビスを支 える基盤 としての同社の人事制度 について検討 してみ る。
「販売員は一人一人がボス」が同社 にお けるひ とつの特徴で あ り、 同社 で は各販売員が個人事 業者
に近 いかたちで位置づけ られてお り、基本 的な給与 を販売歩合制 としている。販売 コ ミッシ ョンは
アパ レル6.75%、 市紳士靴8.25%、 婦 人靴9～10%、 子供靴13%が 基本 とされ、 コミッシ ョンが最
低賃金の基礎 となる時給 に達 しない場合 は、 その差額分(不 足分)が 補填 され、最低賃金が保 証 さ
れ るとい うシステムである。そのため各販売員 は自分の販売実績 を伸ばす ことによって計算上 は無
限の収入を望む ことが可能であ り、 このこ とが 同社 の突出 した顧客サー ビスの根底 となっていると
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もいえるのである。
こうした報酬制度 において、同社 における販売員のなかには10万 ドル以上の収入を確保 する者 が
存在す る一方 で、 トップマネ ジメン トの収入においては、米国における同業他社に比較 して平均 以
下 となってい るのが実態で ある。
また、同社 において販売員は、 日、月、年単位での各 自の 目標(売 り上 げ額)を 設定 し、 その 目
標額がスタ ッフルームに掲示 され る。各 自が 自分 の目標額を達成 した際 には、ボーナスが支給 され、
さ らには規定の 目標額 を達成 した者(12月16日 か ら翌年 の12月15日 までの1年 間に、所属部門で目
標額 を達成、 あるいはそれを上 回る成績を上 げた者)に は 「ベス トセ ッター」 とい う地位が与え ら
れ る。(1998年 の婦人服 アパ レル部 門でのベス トセ ッターにな るための平均売上 目標 は52万5000ド
ル)
同社 ではベス トセ ッターの栄誉 を保つため、前年にベス トセ ッター となった販売員数 を基 準に、
毎年 の売上 目標値 を設定 している。ベス トセ ッターになる販売員の数 は各部 門で平均8%～12%と
され、 ベス トセ ッター には、会社か ら表彰 および、祝賀会(あ るいは旅行)、 ベス トセ ッターの文
字 が美 しく浮かび上が る名刺、33%引 きの特典が付与 された1年 間有効 のクレジ ッ トカー ド、顧 客
管理用皮製バインダー ノー ト、襟章な どの多様 な報償が与えられ る。
この ような特徴 を有す るノー ドス トロームで は、毎 日400名 程度の入社希望者か らの問 い合わせ
があ り、その多 くが実際 に同社 の採用試験 に臨んでいる。 その結果、同社の選考基準 を満 たす者 が
採用 され るとともに、オ リエンテー シ ョン等の訓練を受 けたあ と、現場に配置 されることとな るが、
毎年23%の 者が入社早 々に して退社 してお り、 その背景には、同社の独特の文化、価値観、想像 以
上の プレッシャーおよびス トレスに適合で きに くい という事実が ある。 こ うした状況 に対 し、同社
で は採用後90日 を経過 した時点 で、 マネジャーがセールス ・アソシエイ トとの個別面談を通 してさ
まざまな支援やア ドバイスな どのケアを実施 している。
② ケ ー ス 「サ ウス ウ エ ス ト航 空(SOUTHWESTAIRLINES,Co.)」25)
2001年9月ll日 午 前8時 過 ぎ に発 生 した米 国 同時 多発 テロ は、米 国 航 空業 界崩 壊 の始 ま りで もあ
り、 テ ロの標 的へ の恐 れ と、米 国へ の渡 航 自粛 の流 れ は米 国 の航 空 業 界 を経 営 危機 へ と陥 れ た が、
この よ うな状 況 に あ っ て 唯 一収 益 を続 伸 させ る と とも に、2005年 の 中東 の政 情 不 安 に米 国 の ハ リ
ケ ー ン被 害 が重 な る経 営 環 境 悪 化 の な か で、 対 前年 比9割 増 益(売 上 高19億8900万 ドル 〔9%増 〕、
'純利 益2億2700万 ドル 〔91%増 〕)と い う
、世界 の航 空業 界 に とって驚 異 的 な好 業 績 を維 持 させ てい
る企 業 が サ ウス ウエ ス ト航 空(SOUTHWESTAIRLINES,Co.)であ る。
1967年3月1日 に誕生 したサ ウス ウエ ス ト航 空 は、 テ キサ ス州サ ンア ン トニ オで 小規 模 の エ ア ラ
イ ンを経 営 して い た ロ リ ン キ ング(RollinKing)と 銀 行 家 の ジ ョン パ ーカ ー(JohnParker)が
弁 護 士 ハ ー ブ ケ レ八 一(HerbKelleher)のも とに、 さ らな るエ ア ライ ン構 想 を持 ち込 ん だ のが そ
もそ もの始 ま りで あ る26)。
同社 が テ キサ ス 州 ダ ラス に拠 点を置 き、市 内 に近 い ラ ブフ ィール ド空 港 をベー ス とした米 国 内 限
25)吉 村孝司 『明治大学大学院会計専門職研究科 「経営管理ケーススタデテ ィ」講義資料 一SOUTHWEST
AIRLINS』,2005年
26)同 社の最新広報資料 によれば、同社の設立年月日については1971年7月18日 となっている。
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定の近距離航空事業を展開する うえで、同社 における多様な特徴的経営 は同社の成長 ・発展 ・成功
のポイ ン トとして、世界 中の企業関係者 の関心 の的 となっている。 同社 にお ける特徴的な経営 は、
おおむねつ ぎの諸点に示 されている。
i.近 距離路線限定 の運行
航空業界は構造的に高 コス トを余儀な くされている業界であ り、その理由 として、乗務員等の
高 い人件 費、空港利用 コス トの圧迫、 ジェッ ト燃料の割高 さ、機材 の効率的運用 における限界、
機材整備 の問題 な ど、経営上の問題 のみな らず、法規制 の問題 および技術的問題 な ど、実 に複雑
な問題点が挙げ られ る。
こうした必然 的な コス ト上 の課題 のなかで、同社 は従来か らの航空会社経営を根底か ら覆す よ
うな逆転 的発想 に基 づ く経営 を展開す ることによって、独 自の低 コス ト構造 を構築 させてきた。
同社では、営業航路 を、テキサスをハ ブ(主 軸)と す る米国内の近距離 に限定するこ とで機材
の効率的運用を可能 としてい る。(現 在ぐ 同社 における1路 線 あた りの平均運航路線距離 は375マ
イル、平均飛行 時間は55分 。)
ii.低 運賃サー ビスの導入
コス ト構造 を大 き く改善 する ことに よ り、驚 異的な低運賃サー ビスの実現を可能 としてい る。
(一例 としては、96年 の25周 年記念価格 として、 ヒュース トン(テ キサス)～ フェニ ックス(ア
リゾナ)間 にお ける航空運賃 を業界平均の250ド ル に対 して僅 か25ド ル とい う驚異的低価格 を実
現 した。)
iii.驚 異的な生産性の高 さ
航空業界 の高 コス ト体質 を決定づ けている要因のひ とつが、空港 における機材の効率的運用 の
限界 とされている。すなわち、一般的に飛行機が空港 に到着 してか ら次 の運航 スケジ ュールに基
づいて離陸す るまでの時間 は、米国航空会社 での平均が45分 、わが国 における主要航空会社 にお
いては50～60分 であるのに対 して、同社では15～20分 とい う驚異的な短時間を実現 している。 こ
の間の作業は、客の荷物 の積み下 ろ しおよび積 み込 み、機材の 目視点検、機内清掃、新 しい客 の
機 内誘導等の多岐におよぶため、一般的にはこうした作業を完了 させ るためには必然的に50分 程
度の時間が最低で も必要 とされ る。
同社 がきわめて短時間で、 これ らの作業 を完了で きる理由は、通常、専 門の地上スタ ッフが担
当す るこうした作業 を、機長 をは じめ とする搭乗スタ ッフが直接行 うことにある。同社 では、 目
的地 に到着後、機長 は速やかにつぎのフライ トに必要 な燃料 を自分 で搭載 する一方で、キャビン
クルーは、一斉 に機 内の清掃、 トイ レの清掃、新 しい客の誘導な どの作業 に着手す る。 そのため、
これ らの作業 をスムーズ に行 うことを可能 とす るため、同社 のス タッフはスー ツスタイルのユニ
ホー ムではな く、スポー ツ・スタイル(短 パ ン ・ポ ロシャツ)の ユニホームを常時着用 してい る。
iv.チ ケ ッ トレス化
同社ではいわゆる航空券 および搭乗券の発行を廃止 し、全面的 にイ ンターネッ トを活用 したチ
ケ ッ ト購入 システム(CRS:ComputerReservationSystem)を導入 してお り、 これに よりチ
ケ ッ ト発券業務 の低 コス ト化 を実現 させ るとともに、直販体制 の確 立による収益管理 の徹底 を可
能 とした。
v.徹 底 した シンプル化
同社の特徴 のひ とつに 「徹底 した シンプル化」がある。 同社が運航 する機材 は、すべてが 「モ
ノ ・クラス」であ り、全座席 がエ コノミー となっている。乗客は搭乗順 に好 きな座席 に着席 して
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い き、飛行 中の機 内サ ー ビス も飲み物 やスナ ックな どの提供 は極力行 っていない。(乗 客 が各 自
で機 内に持ち込 む ことは可能)
vi.中 小規模空港の活用
航空会社 に とって主要空港を活用 するこ とはマーケティング上、不可欠の条件 とされているが、
同社 は混雑 が 日常化 す る主要空港への乗 り入れ をあえて行わず、都 心に比較 的近い中規模 の空港
への乗 り入 れを行 っている。 こうす ることによ り、交通機 関に とって最大 の敵 とな る混雑 を回避
し、乗客 のスムーズな利用 と、定 時運航を可能 としている。
面.統 一 した機材 の活用
同社 で は使用機 材 をボーイ ング社 の737型 に統一す る ことに よ り、乗務員 の ライセ ンス問題
の複 雑化 を回避 す る とともに、機 材整備 の効 率化 を図ってい る。(現 在 の運用機 材 につ いては、
737-300(座 席数137)194機 、737-500(座 席数122)25機、737-700(座 席数137)210機 の計429機
となって いる。)
またこれ らの機材 は、いずれも特徴 的なカ ラーが施 され てお り、運航 区間の州旗 にちなんだカ
ラー リングを採用す ることによって利用者 における同社 のイメージ と愛着の向上 に努 めている例
もある。
つ ぎに同社 における企業経営上の文化的特徴 について検討す る。
同社 の社風 は 「ユーモア」と 「グルー プ意識」とされ、合理主義的経営 を志向す る米国企業 にあっ
て、一線 を画 した存在 であるといえ る。顧客サー ビスへの指向性が高 い業界 にあって、同社では第
一 に 「従業員満足」が優先 されている。 ケ レハー会長は 日ごろか ら従業員 との緊密な接触を意識 し、
従 業員 が抱 える問題や悩みを直接聴取す るとともに、定期的に従業員パーティーや ピクニ ックを開
催 し、会長 自 らが仮装 してパ ーティーを盛 り上げるな ど、社 内の雰 囲気づ くりを工夫するこ とによ
り、経営者 である と同時に 「社員の偉大 なるパパ」と呼ばれ るまでの大 きな帰依 心を得 る存在 となっ
ている。
こうした同社 のサー ビス精神 は当然 の ことなが ら顧客サー ビスにも強 く反映されてお り、同社 の
「ローコス ト経営」のために犠牲 となってい る機 内サー ビスがある一方で、乗客に とっては意外なサー
ビスが 日常的 に展開 されてい る。(そ の一例 として は、乗客が搭乗後、座席上 の荷物入 れを開けた
瞬間、女性 クルーが横 たわ っていて、笑顔 で迎 え入れ た とか、 トイレに潜んでいた クルーが乗客 を
驚かす といった一 見、奇異 とも思われ るサー ビスが行われている。)こ うしたサー ビスにおいて も
コス ト削減 に伴 うサー ビスの低下 とは思わせ ない とい う、同社特有のポ リシーが貫 かれている点が
大 きな特徴で あ り、同社 における離職率 は5%程 度 にとどまっているこ ともひとつの象徴 とされ る。
(2)企 業変革要因 としての機能
2社 のケースは、 いわゆ るエクセ レン ト ・カ ンパニーの象徴的事例 として広 く知 られているもの
であるが、米国企業 とい う属性 を考慮 した としても、それ らに共通 する因子 として、特有の企業遺
伝子 および企業文化の存在 が指摘され る。
ノー ドス トロー ムの場合 には、企 業経営 上、課題 とされ る同族(一 族)経 営 が存在 してお り、
創業者か ら一貫 して一族が継承 する企業遺伝子が同社 の経営の基盤的存在 とされている。
また、同社 の場合、毎年多 くの入社希望者 を集 めつつ も、必ず しも定着率が高い とはいいがた く、
入社直後 の退職者が多 く発生 してい る現象に も着 目すべ きであ る。一般的 には社員に対す る経営理
念の刷 り込 みな どの学習 を実施 し」社員の早期退職 を容認 しがたい傾 向があ るのに対 して、 同社 で
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は、同社の文化 に対す る適応能力を持ちえていない人材の就労 に否定 的であ る事実があ る。言い換
えるな らば、同社では同社 に適 した人材 のみ を確保す ることにおいて、創業以来同社に脈々 と継承
され る企業遺伝子 と企業文化 を維持 し続 けよ うとす る作用が機能 し続 けている。
サ ウスウエス ト航空 の場合 もノー ドス トローム同様 、その経営 において きわめて特殊性 を帯 びた
ケース ととらえることができ、共 同創業者の一人で あるケ レハーの理念お よび経営 に対 する使命感
を全社員が共有かっ継承 させ てい る事例 とされ る。
2社 に共通 してみ られ ることは、徹底的な顧客サー ビスの展開であ り、顧客 に対する具体的なサー
ビスのあ り方 を問 うとい うよ りは、企業に とっての顧客の存在意義、顧客に とっての企業の存在意
義の両面か ら考究 した結果 としての特有 の企業価値観 および顧客価値観が具現化 されている事例 と
して とらえることが もっ とも2社 の実態を正 し くとらえることいえる。ゆえに、その価値観の実現
のためには、競合企業 の存在 とい う、80年 代以降 の競争戦略の領域 で検討 されてきている諸点 とは
まった く次元 の異な る経営が展開され るとともに、 自社の理念 および使命 に基 づ く経営のみが真摯
に追求 され、優先 されて きているといえ る。
ピーターズ(Peters,T)と ウォー ターマン(Waterman,R)(1982)は 、経営 とは 「規範 の形成」「信
念の浸透」 「感情 の生起」によって強い企業文化 を創造す る技 であ り、強 い企業文化 とは、感情的
な強 い愛着 と1し ば しばフォーマルな構造 に取 って代 わる 「明確 に述べ られた会社の価値観」 の内
面化 に根 ざす もの27)と指摘 す ると同時 に、会社 とは従業員 に とって 「主張す る機会 を与 え、 さら
にそれ を哲学 と信念体系に結 びつけ(中 略)、超越 した意味を与 えて くれ る、すばらしい組 み合わせ」
であ ると指摘 して いる28)。またクンダ(Kunda,G)(1992)は 、 「会社 での労働 は単 なる経済 的交流
ではな く、会社 の利益 になる行動や従来 のようにあまり統制 のいらない行動 を社員に とらせ るとい
う、個人 にとって より大 きな意味 を有 してお り、会社 とは質 の高い集団成績 を上 げるために従業員
の努力 と自主性 を利用 し、同時に 「いい生活」 を彼 らに提供す る存在である。すなわち個人に自己
実現 の機会を与 え、や さしく支援 して くれ る労働環境で ある」 として いる。
さきにみた2社 の事例 は、 こうした論拠に準拠 している典型的なケースで ある ともいえ、かつて
はわが国の企業経営 の実態 を象徴的に示 していた 「会社 と従業員 との親密 的(家 族的 ・集団的)雇
用関係」 として取 り上げ られていたようなもの とは異質の、 きわめて深淵 な次元 における現象 を示
している と同時に、 その革新的事例内容か らも企業変革の事例 ととらえることがで き、従来 か ら指
摘 されて きている経営上の成功要因 とは異なる、独 自の企業遺伝子 および企業文化が企業変革 に寄
与 してい る事例 といえる。
6,企 業変革阻害要因 としての機能
企業遺伝子お よび企業文化が企業変革の促進要因 として機能す る一方で、それが逆機能 として顕
在化す る企業変革 の阻害要因化現象について、つ ぎに検討をみる。
企業遺伝子が先天的要因であ り、企業文化が後天的要因であることは前述の とお りであ るが、そ
27)GideonKunda,EngineeringCultureControlandCommunicationinaHigh-TechCorporation,Temple
University,1992(金井 壽 宏 監 修,樫 村 志 保 訳 『洗 脳 す る マ ネ ジ メ ン ト』 日 経BP社,2005年,pp.28-29
28)同 上 書,p.29
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のいずれ もが企業創業後、比較 的早期 の段 階で組織 および組織構成メ ンバーに刷 り込み的学習がな
され ることによる固定化(固 着化)を み ることか らも、企業遺伝子および企業文化 が企業変革阻害
要因 として作用す る素地 は早期 に形成 される と考 え られ る。本稿では、阻害要因 としての作用の現
象を企業不祥事お よびク リステンセ ンが提起す るrイ ノベーシ ョンのジレンマ」 の2点 か ら言及す
ることとす る。
(1)企 業不祥事 にみる企業変革阻害要 因
企業不祥事 とは、 「当該企業 にとって回避 すべき事項 であ り、発生 した場合 に当該企業 に多大 な
ダメー ジを及 ぼ しうる事項」 と定義づ けられ29)、さらに 「企業 自身の行動 と理解 され る危険性のあ
る不法な行為(贈 賄、利益供与等)(企 業不祥事 の第一類)」、 「役職員が業務 に付随 して行 う不法な
行為(イ ンサイダー取 引、顧客 トラブル、社 内不正等)(企 業不祥事の第二類)」、 「役職員 の個人的
な非行(役 職員の交通事故、個人的犯罪等)(企 業不祥事の第三類)」 の3つ に分離 され る30)。
近年 のわが国における企業不祥事の一例 としては、 「総会屋に対す る利益供与(1997年)」、 「4大
証券会社 による損失補填 問題(1997年)」 、「雪印乳業食 中毒事件(2000年)」 、「三菱 自動車工業 リコー
ル隠蔽事件(2000年)」 、 「雪 印食品牛肉偽装事件(2002年)」、 「みず ほ銀行 システム障害事故(2002
年)」、 「日本 ハ ム牛 肉偽装事件(2002年)」 、 「西 日本鉄道尼崎脱線死亡事故(2005年)」 、 「みず ほ証
券株誤取引事故(2005年)」 、 「日本航空における整備不 良事故 の多発(2005年)」 な どが ある。
こうした企業不祥事 も1990年 代においては、 トップマネジメ ン トの直接関与に よる経営 中枢部 の
腐 敗に起 因す る反社会的行為 が主であったのに対 し、2000年 代 に至 っては、業務現場 における不正
お よび違法行為 に起因す る不祥事が多発す るように変化 してきてお り、その主因 としての企業組織
におけるモラル崩壊や規律 の緩み、業務上 の相互牽制の無機能化な どが指摘 されている3D。
しか しなが らこうした事例がすべての企業において共通 して発生 しているわけで はな く、一部の
企業 に限定 的に見 られ る事象 である ことはい うまで もないことであるが、興味深い現象 としては、
特定 の企業に連続的 もし くは頻発 している とい う偏 向的現象の存在であ る。 この ことは該当する特
定企業が保有す る企業遺伝子 も しくは企業文化 における特殊性が強 く影響 している ととらえ るこ と
が可能ではないか と思われ る。 これを検証す るに足 るもの として、企業不祥事に関す る調査があ り、
それ によれ ば、企 業不祥事 の起因 として、 「問題 があっても指摘 しに くい企業風土 が存在 してい る
(53.8%)」 とい う高 回答が得 られてい る32)(図表3)。 また企業不祥事 に対する社員 の印象 に関 しては、
「残念で あるが、どんな組織 も不祥事 を起 こす可能性 はある(39.7%)」 との回答 がある33)(図表4)。
これ らが示唆 しているこ とは、企業側 における業務遂行上の必然性 の結果 としての行為 として不祥
事 が発生 した とい うよ りも、すでにそ うした行為 に対する寛容的な基盤 としての風土、遺伝子 が存
在 していたこ とと考 えることができる。
29)吉 村,前 掲稿,p,26
30)中 島茂r企 業 防衛 の法務 』丸善,1998年,PP.24-26
31)田 中宏 司 「モ ラル崩 壊企 業か ら学 ぶ教訓」 『エ コノ ミス ト』毎 日新 聞社,2002年10月8日 号,pp.18-21
32)経 済広報 セ ンター 「企業 の不祥事 に関す る 『会社員 の声』 ア ンケー ト調査 」HP公 表資料,1997年
33)同 上資料
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出所:(財)経 済広報 センター 「企業の不祥事に関す る 『会社員の声』アンケー ト調査」HP公 表資料、
1997年








出所:(財)経 済広報 センター 「企業の不祥事に関す る 『会社員の声』アンケー ト調査」HP公 表資料、
1997年
(2)イ ノベ ー シ ョン ・ジ レ ンマ
ク リス テ ンセ ンに よ る 「イ ノベ ー シ ョンの ジ レンマ」 仮 説 は、 優 良 企 業(経 営 に成 功 した企 業)
は新種 のイ ノベー シ ョン(破 壊 的 イ ノベ ー シ ョン)の 出現 に直 面 した とき、 当該 イ ノベー シ ョンの
捕 捉 に失 敗 す る とい う衝撃 的 内容 を含 む もの で あ る。
企 業 が その戦 略 的経 営 に お いて 、 プ ロダ ク ト ・イ ノ ベー シ ョン、 プ ロセ ス ・イ ノベ ー シ ョン、 さ
らに は マネ ジメ ン トに関 す るイ ノベ ー シ ョ ンを必要 とす る こ と34)は 広 く知 られ る点 で あ り、 いか
に これ らの イ ノ尽 一 シ ョンを実現 させ て い くか とい う こ とが戦 略 的課題 とされ て い る。 しか しも う
ひ とつ の意 味 で の課 題 が そ こには存 在 して お り、 それ こそが イ ノベ ー シ ョンのジ レンマ にほ か な ら
ない 。 す なわ ちす べ ての企 業 に とって不 可 欠 で あ るイ ノベ ー シ ョンで あ るが、 同時 に すべ て の企 業
に とって それ は きわ めて 困難 を きわ め る行 為 で あ り、 イ ノベ ー シ ョンへ の必 要性 が 高 まれ ば高 ま る
ほ ど、企 業 は イ ノベ ー シ ョンを実 現 しに くくな る とい う現実 で あ る。
34)吉 村孝司,前 掲書,pp.95-ll7
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こ こで い ま まで に検 討 され て きた 「イ ノベー シ ョンの ジ レンマ」 の うち 、3つ の代 表 的所 論 お よ
び拙 論 の4つ を総 括 して お きた い。
ま ず ① 「ウィ ル ソ ン(Wilson,J。Q.)の 所 説 」(1966)35)で あ るが、 これ は組 織 の複 雑 性 の増 大
に比 例 して イ ノ ベ ー シ ョ ン の想 起 ・提 案 比 率 が高 ま るが 、 そ の採 用 率 は低 下 す る とい う説 で あ
る。 つ ぎに② 「アバ ナ シ ー(Abernathy,W.J.)の 所説 」が あ る。 これ は 「生産 性 の ジ レンマ(the
productivitydilemma)」(1978)とも呼 ばれ る もの で あ り、 産 業 の生 成期 か ら成 長 ・成 熟 期 へ の移
行 に お いて 、 蓄積 的 なイ ノベ ー シ ョ ンは生 産 性 の 向上 を もた らす が、 生産 工 程 お よ び製 品 にお け る
新 た な イ ノベ ー シ ョンに対 す る阻害要 因 と して作 用 す る とい うもの で あ る36)。 さ らに③ 「ク リス テ
ンセ ンの所 説 」(2000)が あ る。 すで に前 述 した所 論 で あ るが 、 「企 業 成 功 の ため に重要 かつ論 理 的
で正 しい経 営 判 断 が 、 企業 が リーダ ー シ ップを失 う理 由 とな る」37)とい うもので あ り、 既存 顧 客 と
出資 者 に と らわ れ るこ とに よ り企業 は市場 お よび業 界 に お け る新 しいイ ノベー シ ョンに対応 す る こ
とが不 可 能 とな るので あ る。
またわ が 国 の家 電 盛 栄 の草 創 期 に お け る各社 の プ ロダ ク ト・イ ノベ ー シ ョンの実現 状 況 に関 して、
④ 吉 村(1995)は 、 イ ノベ ー シ ョン実現 の不連 続 性 お よび遅 滞 傾 向 の存 在 を検証 してい る38)。
こ う した こ とか らも、企 業 が イ ノベ ー シ ョンの必 要性 に対 峙 す る とき、 そ こに課 題 として浮 上 し
て くるの は、 どの よ うな イ ノベ ー シ ョン(プ ロダ ク トお よび プ ロセ ス ・イ ノベ ー シ ョン)を いか よ
うに実 現 させ るか とい うこ と以 上 に、企 業 お よび組織 に 内在 す るイ ノベ ー シ ョンに対 す る阻害 要 因
因子 を いか に克 服 す るか とい う点 に あ る ともい え る。
7.結 語
2005年 に発生 したJR西 日本 の福知山線脱線事故や 日本航空 における機材整備上の過失事故の多
発 な どは、わが国の企業の これか らのあ り方 を再考す るうえにおける転機 ともいえ、品質管理 の高
さ と経営の質の高 さを誇 っていたかっての日本企業か らは想定で きない ような実態 と言 わざるを得
ない。
こ うした背景 を受 けて、現在 の企業経営上 の課題 として、 「高度の職業倫理」 と 「企業 および従
業員 のモラルの見直 し」があげ られてい る。 これ らは個々の組織構成員が 自由に形成す るとい う側
面 以上 に、組織 としての一定 の基準 も しくは思考枠組みに強 く影響 され るなかで形成 され る側面 も
有 してお り、 とくに後者 に関 しては、一般 に企業文化 もしくは組織文化 と呼 ばれているものがそれ
に該 当 して いる。
あ らためて ここで企業文化 も しくは組織文化 につ いて言及 するな らば、それは、 「組織の一員で





太 監 修,伊 豆 原 弓 訳 『イ ノ ベ ー シ ョ ン の ジ レ ン マ 』 翔 詠 社,2001年,p.7)
38)吉 村,前 掲 書,pp.45-69
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の手段」39)である と同時に、 「優 しさを装 って個人を侵害す る専制君主」40)として機能 を有するもの
ととらえることができる。
本稿 は、企業が企業変革の遂行 に直面す るときに、 その要因 としての企業遺伝子 と企業文化 につ
いて考察す るとともに、 それ らの企業変革に対す る逆機能 的側面 としての変革阻害性 について言及
し、 その克服策について検討をはか ることを 目的 とする とともに、企業遺伝子については先天的因
子 として、企業文化 については後天的因子 と位置づけて きた。先天的因子 としての企業遺伝子 につ
いては、企業変革の向けての操作性の重要性 および可能性 を前提 とした ときに、 その操作につ いて
はきわ めて困難である と思われるが、企業文化 について は、後 天性 という性格 か らもい くらかの操
作 に関す る可能性が存在 するもの と思われ る。 とりわけ、企業文化が組織構成メンバ ーに とっての
思考枠組みの基盤 とな るとともに、諸行動様式 の指針 としての機能性 を有す ることか らも、企業文
化 に一定の操作を与 えることによる、 より一層 の企業変革への促進要因 と化す ことには相応 の意義
が認 め られ るもの と思われる。
こうした点 について興 味深い考察が前述の クンダ(1992)の 研究 に再確認す ることがで きる。 ク
ンダは米国のハイテクノロジーパー クに存在 するあ るハイテク企業 における文化操作(engineering
culture)の 事例 について言及 してお り、そこではハイテ ク企業 としての 「技術 的成果への こだわ り、
オーナー シップ(当 事者意識)、 会社への強 いコ ミッ トメ ン ト(関 与)、 会社 目標 との一体化、 そし
て少 なか らぬ楽 しみ」 な どに対す る 「マイ ン ドセ ッ ト(心 構 え)」、 「直観的反応」の ような思考や
感情 に対す る明確 な規則 を含む ものを 「文化」 として とらえる41)と ともに、 「感動、思考、感情 に
対 す る規則 をは じめ、企業共 同体 におけ る従業員 の定義 を広範 囲にもっ ともらしく説明 した もの、
つまる ところ明確 に定義 され、広 く共有 された"メ ンバーの役割"ら しきものにほかな らない」 と
とらえている42)。さらに文化 には 「ただの背景で あるぽか りか、 自らの労働生活の 目的で もある」
43)とい う二面性が存在 する とともに、 「自らの行動や仕事経験 を陰に陽に誘導 し、型 にはめる規則
を意 味す るだけで はな く、他者 の行動や経験 に意 図的 に影響 をお よぼすための手段」44)と しての
文化 の機能 についての指摘 をお こな っている。 ゆえに文化 とは会社 目標 の達成を促 すために操作す
べ きものであ り、研究、設計、開発、維持 とい うエ ンジニア リングの対象で ある4!)としてい る。
ただ し、 この点において留意すべ きことは、企業文化の操作 に対す る適切 な思慮 と判断を伴わせ
ることであ り、当然の ことなが ら、企業 に存在す る文化 を意図的かつ戦略的 に操作する ことが もた
らしうる危 険性 と反社会性 に照 らして、適切 な操作に限定 した行為 のみが認 められ る。 また、文化
と組織構成 メンバーの成熟度 との関係 について も考慮 されねばな らない点 とされる。 すなわち、企
業文化が創業期以降の時間的経過 にどもな うかたちで、当該組織 に定着 して い くとともに、組織構









とのバ ランスが重要な要 因 とな って くる。
ライ ブ ドアグルー プに よる証券取 引法違反事件に関 して、本稿 の視 点か らとらえるな らば、当該
企業 にお ける文化(創 業経営者の高いカ リスマ性に裏打ちされた強い文化)と 、 それに関連 する組
織構成 メ ンバ ー間の成熟性 の問題の存在が指摘で きうるもの と思われ る。
組織 の成熟性 を組織構成 メンバーの平均年齢で とらえた場合、わが国の一般企業における従業員
平均年齢 が37,6歳4G)で あ るのに対 し、ライブ ドアの場合は31。7歳47)であ り、その若年性が確認で きる。
わが国の現況か らみた場合、高齢化 と少子化 とい う人 口動態上の特殊性か らも、今後一層 の平均年
齢の上昇が必至 といわざるを得 ず、企業経営 に及 ぼす影響 にも大 きな変化があるもの といわざるを
えない。ただ し、 こうした傾 向がもた らす機能性 も存在 してお り、企業文化 の成熟化 における組織
の対社 会的意思決定 および行為 に対す る牽制的機能 を期待す ることができる。 しか しなが ら、 ライ
ブ ドアのケースにおいては、組織 自体の若年性に加 え、当該企業文化 の成熟性の低 さが、 こうした
社会的牽制機能を実効化で きなかったこ とが事件 の一側面 として存在 しているのではないか ともみ
られ る。
本稿 の 目的 を企業変革 におけ る企業遺伝子 お.よび企業文化 の機 能性 についての解明 にもとめ ると
ともに、特 にその後天性 とい う点か ら企業文化 の操作性 に関する検討 をみたが、80年 代 以降のエク
セ レン ト・カ ンパ ニー としての企業評価傾 向にあって、さ らには引き続 くイノベー シ ョン・カ ンパ
ニー志 向の なかにあって、 これ らの評価基準 に該 当す る企業 と見なされてきた企業 の多 くは、強 い
企業文化 と、そのための企業文化の操作に優れていた企業であ り、ゆえに企業文化 に対す る戦略上
の重要性の指摘 をもって本稿 の結論 と位置づ ける。すなわち、 ノー ドス トロームの場合 は、 ノー ド
ス トロームー族 が創業以来一貫 して継承 し続 けている同社の文化 を、組織構成 メ ンバー と共有す る
ことに務 め、それを可能 とする人事 システムを堅持 していることに、変革企業 としての成功要因を
存在 させてい るのであ り、サウスウエス ト航空の場合 も、同社創業の理念 をつねに堅持 し、対顧客
関係のなかに具現化 させ るという文化に、同社が変革企業 としての評価 を得 ることを可能 とさせている
要因がある。そ して同時に両者 においては、激変す る経営環境 のなかにあって、変化 に対応すべ き点
を企 業文化の側面 において克服 させ る一方で、一貫 して堅持すべき点については企業遺伝子 として組
織構成メンバー問において共 有 ・伝承 させることに優れているという点 を指摘することができる。
以上 の作業を とお して、本稿では、あ らためて企業遺伝子 と企業文化 との関係、すなわち企業変
革要因 にお ける先天的要 因 と後天的要 因 との関連性を高め、 さらに企業変革に適 した遺伝子 と文化
を醸成 してい くことの重要性 を提起 す るもの とす る。
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